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新潟県「新潟の産業・企業を知る講座」補助金交付要綱 

 

令和４年５月９日制定 

 

（趣旨） 

第１条 知事は、新潟県内大学、短期大学、高等専門学校及び大学院大学（以下「大学等」とい

う。）の設置者が行う、新潟県内に本社、支社又は営業所を有し、事業活動を行う企業、法人又

は団体（以下「県内企業」という。）の事業内容及び職場環境等を大学等に所属する学生が知る

機会を創出する取組に要する経費に対して、予算の範囲内において補助金を交付するものとし、

その交付に関しては、新潟県補助金等交付規則（昭和 32 年新潟県規則第７号。以下「規則」と

いう。）に定めるもののほか、この要綱に定めるところによる。 

 

（補助対象事業） 

第２条 この補助金の対象となる事業（以下「補助対象事業」という。）は、大学等の設置者が行

う、県内企業の事業内容及び職場環境等を大学等に所属する学生が知る機会を創出するための

次に掲げる取組で、知事が認めるものとする。 

（1)県内企業経営者等による講義・講演 

（2)県内企業見学 

（3)県内企業でのインターンシップ又はコーオプ教育 

（4)卒業生との懇談会 

（5)県内企業（自治体を除く。）と協働した課題解決フィールドワーク 

 

（補助対象経費） 

第３条 この補助金の対象となる経費は、第２条に定める事業に要する経費のうち次に掲げるも

のとする。 

（1)原材料費 

（2)役務費 

（3)外注費・委託費 

（4)旅費 

（5)謝金 

（6)賃金 

（7)使用料・賃借料 

（8)印刷製本費 

（9)その他知事が必要と認めた経費 

２ 同一の経費について、国その他行政機関から補助金等の交付を受けているものは、補助対象

経費から除外するものとする。 

 

（補助金の額） 

第４条 この補助金の額は、補助対象経費の２分の１（その額に千円未満の端数がある場合はこ
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れを切り捨てる。）以内とし、知事が次の各号に掲げる取組に該当すると認める場合は、補助対

象経費の 10 分の 10（その額に千円未満の端数がある場合はこれを切り捨てる。）以内とする。 

（1)知事が指定する県内企業を選定する取組 

（2)１年生又は２年生を対象とする第２条第３号及び第５号の取組 

 

（交付の条件） 

第５条 この補助金は、次の各号に掲げる事項を条件として交付するものとする。 

（1)補助事業の内容又は経費を変更（事業費の 30％に相当する額を超えない減額を除く。）す

る場合には、知事の承認を受けること。 

（2)事業を中止し、又は廃止する場合には、知事の承認を受けること。 

（3)事業が予定の期間内に完了しない場合又は事業の遂行が困難となった場合には、速やかに

知事に報告してその指示を受けること。 

（4)この補助金の交付を受けようとする者が、次のいずれにも該当しないこと。 

ア 暴力団（新潟県暴力団排除条例（平成 23 年新潟県条例第 23 号。以下「条例」という。）

第２条第１号に指定する暴力団をいう。以下同じ。） 

イ 暴力団員（条例第２条第２号に規定する暴力団員をいう。以下同じ。） 

ウ 役員等（法人である場合にはその役員、その支店又は営業所の代表者その他これらと

同等の責任を有する者を、法人以外の団体である場合には代表者、理事その他これら

と同等の責任を有する者をいう。）が暴力団員である者。 

エ 暴力団又は暴力団員が経営に実質的に関与している者。 

オ 自己、その属する法人、法人以外の団体若しくは第三者の不正の利益を図る目的又は

第三者に損害を加える目的をもって、暴力団又は暴力団員を利用している者。 

カ 暴力団又は暴力団員に対して資金等を供給し、又は便宜を供与する等暴力団の維持又

は運営に協力し、又は関与している者。 

キ その他暴力団又は暴力団員と社会的に非難されるべき関係を有する者。 

（5)補助事業に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、当該帳簿及び証拠書類を補助事

業の完了する日の属する年度の終了後５年間保管すること。 

（6)補助事業に係る経理は、他の経理と明確に区分して行うこと。 

（7)補助事業に関して、知事の実施する調査に協力すること。 

 

（交付申請書） 

第６条 この補助金の交付を受けようとする者は、別記第１号様式による補助金交付申請書を別

に定める期日までに知事に提出しなければならない。 

 

（変更承認申請書等） 

第７条 第５条第１号の規定により知事の承認を受けようとする場合には、別記第２号様式によ

る変更承認申請書を知事に提出しなければならない。 

 

 



3 
 

（事業の中止又は廃止の承認申請） 

第８条 第５条第２号の規定により、知事の承認を受けようとする場合には、別記第３号様式に

よる事業中止（廃止）承認申請書を、事業を中止し、又は廃止しようとする日の 15日前までに

知事に提出しなければならない。 

 

（事業が予定期間内に完了しない場合等の報告） 

第９条 第５条第３号の規定により知事の指示を求める場合には、別記第４号様式による事業事

故状況報告書を直ちに知事に提出しなければならない。 

 

（申請の取下げ） 

第 10 条 規則第７条の規定による期日は、補助金の交付決定通知を受理した日から起算して 15

日を経過した日とする。ただし、知事が特に必要と認めるときは、この期日を繰り上げること

がある。 

 

（状況報告） 

第 11 条 規則第 10 条の規定による報告は、別記第５号様式による状況報告書を作成し、知事の

要求があった日から起算して 10 日以内に知事に提出しなければならない。 

 

（実績報告書） 

第 12 条 規則第 12 条の規定による実績報告書は別記第６号様式のとおりとし、補助事業が完了

した日から起算して１か月を経過した日（第５条第２号の規定により事業の中止又は廃止の承

認を受けた場合には、当該承認通知書を受理した日から起算して１か月を経過した日）又は交

付決定のあった日の属する年度の翌年度の４月 10 日のいずれか早い日までに知事に提出しな

ければならない。ただし、知事が特に認め、かつ予算の執行上支障がないと認めるときは、こ

の期日を繰り下げることがある。 

 

（その他） 

第 13条 この要綱に定めるもののほか、必要な事項は、知事が別に定める。 

 

 

附 則 

この要綱は、令和４年５月９日から施行する。 

 



別記第１号様式 

文 書 番 号 

 年  月  日 

 

新潟県知事 様 

 

所在地   

大学等設置者名  

代表者職・氏名  

 

 

 年度「新潟の産業・企業を知る講座」補助金交付申請書 

 

標記補助金の交付を受けたいので、新潟県「新潟の産業・企業を知る講座」補助金

交付要綱第６条の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 １ 取組実施大学等の名称   

 

２ 補助事業の目的及び内容  事業計画書のとおり 

 

３ 補助対象経費               円 

 

４ 交付申請額                円 

 

５ 補助事業の実施期間   年 月 日から 年 月 日 

 

６ 添付書類 

別紙１ 事業計画書 

別紙２ 所要経費 

※その他知事が必要と認める書類を添付すること。 

 



（別紙１） 

 

事業計画書 
 

１ 取組タイトル 

 （１）交付要綱第２条の該当取組番号 

 

 （２）取組の目的 

     

 （３）取組の内容 

    （日程、会場等を含む。） 

 

 （４）取組協力県内企業数 

a 協力県内企業数 b うち県指定企業数 

  

    a 企業一覧 

     

    b 企業一覧 

 

 

 （５）参加対象学生の学年、学部及び人数 

   

 （６）効果検証の方法 

     

 



（別紙２）

（１）補助対象事業費（交付要綱第４条第１号の要件に該当する取組）内訳
（単位：円）

計画内取組番号 経費区分※ 事業費 補助対象経費 補助対象経費の積算内訳

0 0

0

（２）補助対象事業費（交付要綱第４条第２号の要件に該当する取組）内訳
（単位：円）

計画内取組番号 経費区分※ 事業費 補助対象経費 補助対象経費の積算内訳

0 0

0

所要経費

合計

補助対象事業費の10/10
(千円未満端数切り捨て）

合計

補助対象事業費の10/10
(千円未満端数切り捨て）



（３）補助対象事業費（交付要綱第４条第１号及び第２号に該当しない取組）内訳
（単位：円）

計画内取組番号 経費区分※ 事業費 補助対象経費 補助対象経費の積算内訳

0 0

0

※経費区分は、要綱第３条の補助対象経費の各号のいずれかを記載すること。

※必要に応じ行を追加すること。

（４）交付申請額等 （単位：円）

事業費合計
補助対象事業費

合計
交付申請額※

※交付申請額は、（１）～（３）で算出した補助対象事業費の10/10又は1/2の額の合計とする。

補助対象事業費の1/2
(千円未満端数切り捨て）

合計



別記第２号様式 

 

文 書 番 号 

 年  月  日 

 

新潟県知事 様 

 

所在地   

大学等設置者名  

代表者職・氏名  

 

 

 年度「新潟の産業・企業を知る講座」補助金に係る変更承認申請書 

 

 年 月 日付け大私第  号で交付決定を受けた標記補助金について、下記のと

おり変更したいので、新潟県「新潟の産業・企業を知る講座」補助金交付要綱第７条

の規定により、関係書類を添えて申請します。 

 

記 

 

 １ 取組実施大学等の名称  

 

２ 変更の内容 

 

変 更 前 変 更 後 

 

 

 

 

 

 

 

３ 変更の理由 

 

 

４ 変更年月日 

 

 ５ 添付書類 

別紙１ 事業計画書 （変更後） 

別紙２ 所要経費（変更後） 

※その他知事が必要と認める書類を添付すること。 



別記第３号様式 

文 書 番 号 

 年  月  日 

 

新潟県知事 様 

 

所在地   

大学等設置者名  

代表者職・氏名  

 

 

 年度「新潟の産業・企業を知る講座」補助金に係る 

事業中止（廃止）承認申請書 

 

 年 月 日付け大私第  号で交付決定を受けたこの補助金に係る事業を中止

（廃止）したいので、新潟県「新潟の産業・企業を知る講座」補助金交付要綱第８条

の規定により、下記のとおり申請します。 

 

記 

 

 １ 取組実施大学等の名称  

 

 ２ 事業中止（廃止）の理由 



別記第４号様式 

文 書 番 号 

 年  月  日 

 

新潟県知事 様 

 

所在地   

大学等設置者名  

代表者職・氏名  

 

 年度「新潟の産業・企業を知る講座」補助金に係る事業事故状況報告書 

 

 年 月 日付け大私第  号で交付決定を受けた標記補助金について、予定の期

間内に完了できないと見込まれるため（事業の遂行が困難となったため）、新潟県「新

潟の産業・企業を知る講座」補助金交付要綱第９条の規定により、下記のとおり報告

します。 

 

記 

 

１ 取組実施大学等の名称  

 

２ 交付申請における事業完了予定日    年 月 日 

 

３ 変更後事業完了予定日        年 月 日 

 

４ 変更の理由 

 

５ 事業実施状況 

 



別記第５号様式 

文 書 番 号 

 年  月  日 

 

新潟県知事 様 

 

所在地   

大学等設置者名  

代表者職・氏名  

 

 年度「新潟の産業・企業を知る講座」補助金に係る事業実施状況報告書 
 

 年 月 日付け大私第  号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業の実施

状況について、新潟県「新潟の産業・企業を知る講座」補助金交付要綱第 11 条の規

定により、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 取組実施大学等の名称  

 

２ 交付申請における事業完了予定日    年 月 日 

 

 ３ 報告日現在における事業の実施状況 

    



別記第６号様式 

文 書 番 号 

 年  月  日 

 

新潟県知事 様 

 

所在地   

大学等設置者名  

代表者職・氏名  

 

 年度「新潟の産業・企業を知る講座」補助金に係る事業実績報告書 
 

 年 月 日付け大私第  号で交付決定を受けた標記補助金に係る事業が完了

したので、新潟県「新潟の産業・企業を知る講座」補助金交付要綱第 12 条の規定に

より、下記のとおり報告します。 

 

記 

 

 １ 取組実施大学等の名称    

 

２ 補助金交付（変更交付）決定額及び精算額 

交付（変更交付）決定額          円 

精算額                  円 

 

３ 補助事業完了年月日      年 月 日 

 

 ４ 添付書類 

別紙１ 取組実績 

別紙２ 経費実績 

※その他知事が必要と認める書類を添付すること。 



（別紙１） 

 

取組実績 
 

１ 事業の実施結果 

（１）取組タイトル 

   ①交付要綱第２条の該当取組番号 

 

   ②取組の目的 

     

   ③取組の内容 

    （協力企業名、日程、会場等を含む。） 

 

   ④取組協力県内企業数 

a 協力県内企業数 b うち県指定企業数 

  

    a 企業一覧 

     

    b 企業一覧 

 

   ⑤参加学生の学年、学部及び人数 

   

   ⑥効果検証結果 

 

２ 今年度事業に係る総括、今後の課題等 

   

 



（別紙２）

（１）補助対象事業費（交付要綱第４条第１号の要件に該当する取組）内訳
（単位：円）

計画内取組番号 経費区分※ 事業費 補助対象経費 補助対象経費の積算内訳

0 0

0

（２）補助対象事業費（交付要綱第４条第２号の要件に該当する取組）内訳
（単位：円）

計画内取組番号 経費区分※ 事業費 補助対象経費 補助対象経費の積算内訳

0 0

0

経費実績

合計

補助対象事業費の10/10
(千円未満端数切り捨て）

合計

補助対象事業費の10/10
(千円未満端数切り捨て）



（３）補助対象事業費（交付要綱第４条第１号及び第２号に該当しない取組）内訳
（単位：円）

計画内取組番号 経費区分※ 事業費 補助対象経費 補助対象経費の積算内訳

0 0

0

※経費区分は、要綱第３条の補助対象経費の各号のいずれかを記載すること。

※必要に応じ行を追加すること。

※積算の根拠となる資料を添付すること。

（４）精算額等 （単位：円）

事業費合計
補助対象事業費

合計
（変更）交付決定

額
精算額※

※精算額は、（１）～（３）で算出した補助対象事業費の10/10又は1/2の額の合計とする。

合計

補助対象事業費の1/2
(千円未満端数切り捨て）


